
2017 年度活動方針（案） 

 

労働者・国民の運動により、メンタルヘルス対策やパワハラ対策、過労死防

止対策と、厚生労働省の取り組みを具体化させてきました。しかしメンタルヘ

ルス不全の患者数やパワハラの相談件数、過労死・過労自死の労災認定申請数

などの統計は過去最大になっています。 

 

過労死等防止対策白書では、２０１５年度の過労死９６人、過労自死９３人

が労災として認定されました。労災認定の不十分さを考えれば実態は非常に深

刻な状態が続いています。 

残業時間は過労死ラインとされる（大幅な削減が求められる）８０時間を超

えている企業が２２．７％など労働者の過酷な労働は改善されていません。過

労死、過労自死の根絶は国の責任です。企業の安全配慮義務、残業時間の把握

も不十分な中、またサービス残業が横行していることを考えれば、残業時間の

法律による規制が求められています。 

 

安倍内閣の「働き方改革」は、「世界で一番企業が活動しやすい国」をめざし、

雇用の非正規化、労働時間の規制をなくした「高度プロフェショナル」労働制

度の提案、不当解雇の金銭解決（裁判で企業が負けた時の金銭解決）の検討会

での論議など、長時間のタダ働きの拡大、低賃金の固定化、などの労働者いじ

めが目白押しです。 

幻想を振りまき、労働者・国民をだます「アベノミクス」「働き方改革」の本

質を国民や労働者に知らせ大きな反対運動を作ることが求められています。 

 

職場では「明るく元気に働く」働きがいのある職場づくりを実現させていく

「いの健」の取り組み強化が求められています。 

 

3 年間の取り組みを引き継ぎ、発展させていくとともに、引き続く課題として、

兵庫センターの人的・財政的強化、全国センター、近畿ブロック地方・地域連

絡会に結集します。他団体との積極的な交流、戦争法案の廃止を目指し、憲法

を守る国民運動に結集していくなどの活動を進めます。 

 

 

 

 



① いのちと健康の取り組みの宣伝・啓発活動の強化 

いの健・兵庫センターとして、独自の宣伝行動を定期的に行います。 

当面、ニュースの定期発行・編集委員会の確立、フェイスブックの活用、ホ

ームページの開始、労働相談日を決めての宣伝行動などを具体化します。 

 

② 労災・労働相談の取り組み 

 相談員が週２日しか対応できない状況を少しでも改善し、事務局の協力も得

ながら相談体制を強化します。相談の半数を超えるパワハラ、いじめ問題は学

習会の実施なども行い解決をめざします。 

 過労死の事例も数件あり、家族会と協力しながら、守る会などを作り、支援

体制の強化を進めます。 

 

③ センターの人的・財政的強化、 

 団体・個人の会員を飛躍的に増やし役員体制を強化するため、オルグ活動に

取り組みます。活動強化を行うには、財政の拡大が必要不可欠です。団体・個

人会員の拡大目標は団体１０組織、個人２０人以上の会員数を目標に日常的に

進めます。 

 再建時（８団体、個人会員１０名）を２０１７年度内に２０団体、個人会員

７０名以上の組織に発展強化を進めます。 

 

④ 他団体との交流 

 過労死問題、労災制度の改善、労働時間の短縮、働くルールの改善など共通

する取り組みを行う団体と積極的に交流し、情報・活動の幅を広げる活動を進

めます。 

 

⑤ 戦争法案を廃止させる運動への結集 

改憲勢力が国会の三分の二をしめる中で、安倍政権は「戦争をする国」の策

動を進めています。平和なくして働くもののいのちや健康は守れません。安保

法案の発動を許さないたたかいの強化や、憲法９条・２５条の学習を進め、憲

法改悪の策動を許さない職場からの活動を進めます。 

 

⑥ 過労死防止対策について 

 「過労死等防止対策推進兵庫センター」「兵庫過労死を考える家族の会」と

連携・協力し、啓発活動等に取り組みます。１１月予定のシンポジウムには、

多くの会員参加を実現する取り組みを強化します。 

 



⑦ 労働講座・学習交流会等の取り組み 

  2 月の総会、5月の労働講座、8月の近畿ブロック交流集会、11 月の過労死

等防止対策推進シンポジウムに積極的に取り組みを進めます。 

総会や労働講座には、３０名以上を目標に参加を積極的に呼び掛けます。 

情勢や要求にこたえられるよう、随時学習会を企画します。 

他府県やブロック・全国の学習会等に積極的に参加します。 

 

⑧ 労働組合の労働安全衛生の活動を強化する 

先日「過労死白書」が公表されました。労働者の置かれている非常に苛酷な 

 実態が明らかにされました。職場の労働実態を労働組合としてしっかりとつ

かむ事が重要になっています。 

２０１５年１２月から５０人以上の職場で義務づけされたストレスチェッ

クの動向と内容の確認を労働組合の視点で点検し、総合的なメンタルヘルス対

策の一つとして発展させます。労働者のいのちと健康をまもる、安全衛生委員

会の活動の強化が求められています。 

相談で増えている、いじめ、パワハラについて、アンケートの実施、学習会

の開催などを進めます。 

労働組合の掲示板などを活用し「メンタルヘルス不全」「パワハラ根絶」「長

時間労働改善」「サービス労働根絶」などのポスターの作製や活用を進めます。 

 

過労死、過労自死、メンタル不全の大きな要因になっている長時間労働の改

善をめざし、３６協定の見直しを進め、最低でも４５時間以内の再協定と特別

条項の廃止を追求します。また、残業時間の上限規制、インターバル規制の法

制化を実現できるよう活動を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「過労死白書」のポイントと課題について 

① 労働時間の長さ 

 1990 年の 2064 時間から 2015 年は 1734 時間に、減っているように見えます

がパート労働者の増加によるものです。一般労働者は 2000 時間をこえ高止まり

したままです。1993 年 2045 時間から 2015 年 2026 時間。過労死が問題になっ

てからもほとんど減っていません。 

 週 49 時間以上の労働をしている労働者の割合は男女あわせて 21.3％と先進

国で最悪です。 

政府が決めた過労死基準と言われる週 60 時間以上の勤務（残業 80 時間以上

は）は、男女で 8.2％、男性では 60 歳以上以外、20 歳から 59 歳まで 10％を超

えており、30~49 歳は 15％を超えています。過労死、過労自死の予備軍が多数

いるというのは言い過ぎでしょうか。 

年次休暇の取得率は 47.6％と 2001 年以来 5 割を下回る水準です。 

サービス残業が横行していることを考えると、報告労働時間からさらに大幅

に増えることを考える必要があります。 

 

② 勤務中のストレス 

 2013 年時点でストレスを感じる労働者の割合は 52.3％にも及んでいます。 

「過労死」は過重な労働によって脳・心疾患を発症して死に至るのも、それに

よって精神疾患などにかかり、冷静は判断ができず「自死」の到るものがあり

ます。ストレスは「過労自死」に影響を与えることが考えられます。 

 自殺者のうち、勤務問題が原因・動機と推定されるのは 2015 年には 2159 人

となっています。勤務問題のうち「仕事疲れ」(長時間・過密労働)が 3 割、職場

の人間関係（パワハラ・セクハラ）が 2 割となっています。 

 

③ 労災認定の異常な低さ 

 労働者の過酷な勤務実態に対して、実際の「過労死・過労自死」の認定され

ている件数は異常に低くなっています。又認定数も減少しています。 

 2015 年年度の脳・心疾患の請求件数は 795 件に対し支給件数は 251 件、過労

死は 96 件、精神疾患にかかる申請件数は 1515 件に対し 472 件、過労自死は 93

件と異常に低い実態がある。 

 会社の労災隠しや基準監督署の不十分な調査もありますが、過労死、過労自

死を労災と認定させるためには遺族が因果関係を証明しなければなりません。 

 労災の認定率が低いのは、労災認定の貧困を表すものですが、同時にあまり

にも高いハードルがあります。根本的な対策が必要です。 



④ 過労死大綱の問題点 

 過労死大綱では以下のような目標を挙げています。 

 ＊将来的に、過労死等ゼロを目指す。 

 ＊週労働 60 時間以上の割合を 5％以下にする（2020 年までに） 

 ＊年次有給休暇の取得率を 70％以上（2020 年までに） 

 ＊メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所割合80%以上（2017年までに） 

労働者の過酷な実態からすれば、目標自体が非常に低く、過労死、過労自死の

根絶を目指す基準としては疑問と言わざるを得ません。 

 

⑤ 残業するのは「ダラダラしているから」ではない。 

 残業が発生する理由は、「人員が不足している」「仕事量が多いため」「予定外

の仕事が突発的に発生するため」など仕事や会社の都合が多数を占め、「労働生

産性が低い」「自身のスケジュール管理のため」などは 4％程度で、残業の多さ

を労働者が「ダラダラ残業」が原因としたキャンペーンは根拠がないことが明

らかにされました。また、キャンペーンの中で賃金と労働時間の関連をなくせ

ば残業が減る（残業代をゼロにすれば）も信ぴょう性が疑われるなどが明らか

になりました。 

理念法から、労働実態白書が出されたことは大きな前進です。職場の改善の

参考に是非、概略だけでも見ていただきたいと思います。 

 

 

今後の課題について 

 労働組合にとって、明らかにされた労働実態を改善し「生き生きと働ける職

場」「人権が尊重される職場」「自由にモノの言える職場」を作ることは、要求

の実現と併せて重要な課題です。 

 職場の労働実態をつかむために、メンタルヘルス、パワハラ・セクハラなど

の実態調査やアンケート実施などに取り組むことも必要です。 

 安倍内閣が進める、「残業代ゼロ法案」「首切り自由法案」などの労働法制の

問題点を明らかにし、職場からの反対運動の構築も重要な課題です。 

当面の緊急課題としては、労働時間の短縮改善を進めるため、過労死、過労自 

死、メンタル不全の大きな要因になっている長時間労働の改善をめざし、３６

協定の見直しを進め最低でも４５時間以内の再協定と特別条項の廃止をめざし

ます。 

 サービス残業は、労働者の意識変革も含めて、サービス残業根絶の具体的時

期を確認し具体化をすすめます。 


